
論点整理表 

５ 交渉システムのあり方 

論点番号 ５－(４) 交渉の当事者たる職員団体の範囲（登録団体のみとするか）をど

のようにすべきか。 

担当委員 諏訪委員 

論 点 参考資料名 頁 

１．現行制度 

 

（１）職員団体（国公法第 108 条の 2） 

・ 職員団体とは、職員がその勤務条件の維持改善を図ることを目的として組織す

る団体又はその連合体 

・ 少なくとも過半数の構成員は職員でなければならない（解釈上）。 

・ 重要な行政上の決定を行う職員、管理又は監督的地位にある職員等とそれ以外

の職員とは、同一の職員団体を組織できない。 

・ 警察職員及び海上保安庁又は刑事施設において勤務する職員は、職員団体を結

成したり、これに加入できない。 

 

（２）登録職員団体 

・ 登録職員団体制度は、職員団体が職員により自主的、民主的に結成、運営され、

職員の代表として当局と交渉する当事者となる適格性を備えていることを登

録機関である人事院があらかじめ客観的に証明することにより、当局と職員団

体との間の交渉の効果的な運営を図り、正常で安定した労使関係を確保するた

めのもの（国公法第 108 条の 3） 

【登録の要件】 

①職員団体の規約に一定の事項が定められていること。 

②職員団体の重要事項の決定が民主的な手続きで行われていること。 

③職員団体の構成員が警察職員等団結権禁止職員を除く職員だけであること。 

※例外として、「当該職員団体の役員である者」（職員以外の者が含まれる場合
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がある）を構成員としても登録は可能。 

【登録の効果】 

①適法な交渉申入れに対しては、当局はその申入れに応ずべき地位に立つ。 

②在籍専従職員を置くことが認められる。 

③年間３０日を限度に、「短期従事の許可」という形で職務専念義務の免除を受

けることが可能。 
④登録機関への申し出により法人格を取得することが可能。 
⑤行政措置要求を代表者により団体的に行うことが可能。 

 

 

○ＩＬＯによる問題指摘 

 連合の職員団体登録制度の抜本的改善を求める提訴（憲法 28 条およびＩＬＯ

87 号条約違反）に対し、ＩＬＯは結社の自由委員会第 329 次報告で「組合の過

度の細分化が、組合とその労働者の利益を守る活動を弱体化する」と指摘し、地

方公務員が「事前承認に等しい処置にとらわれることなく自らの選択に基づく団

体を設立することができるように」法改正を求める勧告を行っている。 
また、専従役員の任期は、ＩＬＯ87 号条約で定めた労働者団体が完全に自由

に代表を選ぶ権利に反するとし、「公務員が彼らの専従役員の任期を決定し、労

働者が自らの代表を完全に自由に選ぶ権利が法制度および実際上確保されるよ

うにすべきである」と勧告している。 

 

   ただし、当該事項については、結社の自由委員会第 329 次報告（平成 14 年 11

月）及び第 331 次報告（平成 15 年 6 月）では指摘されていたが、結社の自由委

員会第 340 次報告（平成 18 年 3 月）以降は指摘されていない。 

 

（３）労働組合 

・ 労働者が主体となって自主的に労働条件の維持改善その他経済的地位の向上

 

 
国公法第 108 条の 5 第 1 項 

国公法第 108 条の 6 第 1 項 
国公法第 108 条の 6 第６項、人事院規則

17-2 第６条 
職員団体に対する法人格の付与に関する法

律第 3 条第１項 

人事院規則 13-2 第 1 条 
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を図ることを主たる目的として組織する団体又はその連合団体 

但し以下を除く。 

 監督的地位にある労働者その他使用者の利益を代表する者の参加を許す

もの 

 団体の運営のための経費の支出につき使用者の経理上の援助を受けるも

の 

・ 運営が公正で民主的であることが組合の規約で明らかにされていることが必

要。 

・ 労働組合は、労働委員会に証拠を提出して上記の労働組合の定義及び規約の

必要事項の規定に適合することを立証しなければ、労組法が規定する法的保

護（法人格の取得、不当労働行為の救済、労働協約の一般的拘束力等）を享

受できない。 

 

 

２．交渉の当事者たる職員団体の範囲（登録団体のみとするか）をどのようにすべき

か。 

 

（１）現行職員団体制度を前提とした場合 

  

Ａ案 登録職員団体に交渉・協約締結を認める。登録されない職員団体（以下「非登

録職員団体」という。）については現行制度と同様の取扱いとする（注）。 

（注）非登録職員団体が交渉を求めた場合、当局は合理的な理由がない限り、恣意

的にその求めを拒否することのないよう努めるものとするが、協約締結は認めな

い。 

   

(メリット) 

・ 職員の代表として当局と交渉する当事者となる適格性を備えていることが、

労働組合法第 2条 
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あらかじめ客観的に証明されている登録職員団体を交渉・協約締結の当事者

に限定することで、当局と職員団体の間の交渉の効果的な運営や正常で安定

した労使関係が確保される。 
・ 国家公務員は、任用、分限、懲戒、服務等について国家公務員法による規制

や保障等を受けているため、国家公務員の勤務条件について交渉・協約締結

を行う当事者は、国家公務員のみで組織された職員団体とすることが、最も

合理的かつ合目的的である。また、当事者のみで交渉することから、自律的

労使関係制度を措置するという趣旨にも沿うものである。 
・ 国民の理解が不可欠な公務員の勤務条件の決定に当たって、交渉の当事者た

る職員団体について、外部からどのような団体であるか全く分からなければ、

国民に対する説明責任が果たせない。交渉の透明性の観点から、何らかの公

証制度及び当該制度に基づく情報の公開を行うことが必要である。 
・ 現行制度が前提であり、制度移行時に混乱が少ない。 
(デメリット) 

・ 労使関係を成熟させていくためには、資格審査等における要件等は不可欠な

ものに限定すべきである。例えば、協約締結権を認める職員団体について現

行の国家公務員法における登録職員団体と同様の構成員に関する規制をかけ

る必要はないのではないか。 
(留意事項) 
・ 職員団体登録制度のそのものに対して、「組合の過度の細分化が、組合とその

労働者の利益を守る活動を弱体化する」（ＩＬＯ結社の自由委員会第 329 次報

告）等の指摘がある。 
 ただし、当該事項については、結社の自由委員会第 329 次報告（平成 14

年 11 月）及び第 331 次報告（平成 15 年 6 月）では指摘されていたが、結社

の自由委員会第 340 次報告（平成 18 年 3 月）以降は指摘されていない。 
・ 国営企業の職員も国家公務員であり、任用、分限、懲戒、服務等について国

家公務員法による規制や保障等を受けているにも関わらず、労働組合法が適

鹿児島重治他「逐条国家公務員法」 
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用され、職員団体制度が採用されていないことに留意する必要がある。 
 

 

Ｂ案 登録職員団体、非登録職員団体の区別なく、職員団体に交渉・協約締結を認め

る。 

  (メリット) 

・ 交渉当事者の範囲が拡大し、職員団体の職員の利益を守る活動の強化に繋が

る可能性がある。 

 

  (デメリット) 

・ 職員以外の者が加入する職員団体が協約当事者となると、公務の特殊性や実

態等について、当局側との認識のずれが大きくなり、交渉が長期化するおそ

れがある。 

・ 交渉団体としての適格性が法令上の規定されない場合には、交渉の入口で交

渉の当事者性を巡る紛争がおき、交渉コストが増大するおそれがある。 

 (留意事項) 

・ 国民の理解が不可欠な公務員の勤務条件の決定に当たって、交渉の当事者た

る職員団体について、外部からどのような団体であるか全く分からなければ、

国民に対する説明責任が果たせない。交渉の透明性の観点から、何らかの公

証制度及び当該制度に基づく情報の公開を行うことが必要である。 
 

 

（２）職員団体制度を廃止した場合。 

 

※職員団体制度を廃止した場合には、労働組合法を適用するのか、労働組合法に

公務員に関する例外規定を置くことにするのか、公務員法制の中で新たな制度

を規定することとするのか、別途検討が必要である。(論点１２「公務員法制
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と労働法制の関係」において検討) 

 

Ａ案 職員団体制度を廃止し、労組法上の労働組合と同様の取り扱いとする。 

   

（メリット） 

・ 民間と同様の取り扱いとなることによって、より自律的な労使関係が構築で

きる。 

・ 民間労働者などが構成員として入ることにより、民間の労働条件も念頭に交

渉がなされ、公務員の勤務条件の維持改善に資すると考えられる。 

  （デメリット） 

・ 職員以外の者が加入する職員団体が協約当事者となると、公務の特殊性や実

態等について、当局側との認識のずれが大きくなり、交渉が長期化するおそ

れがある。 

・ 非現業公務員は、国営企業職員や特定独法職員よりも相対的に職務の公共的

性格が強いとの考え方に立つ場合、非現業公務員で構成する現行の職員団体

制度を廃止するとこれら非現業公務員の特性に応じた取扱いを担保できなく

なるおそれがある。（下記参考を参照） 

  （留意事項） 

・ 勤務条件の決定方式が見直されるのであれば、職員団体制度も見直し、労組

法を適用することも考えられる。 

・ 現在の非現業公務員のうち、仮に協約締結権を付与されない職員区分が生じ

た場合には、労働組合法を適用することはできず、職員団体制度を引き続き

適用することを検討する必要がある（下記Ａ’案）。 

 

  （参考） 

・ 職員は、民間企業の労働者と異なり、行政の安定を図る見地からその身分は

分限によって保障され、また、民間の労働者にはない不利益処分の不服申立
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て制度によって行政的な保障が認められているなど、特別の地位が与えられ

ているのであるが、このような地位はひとえに行政の公益性に基づくもので

ある。多面、その職務の公共的性格によって厳しい服務規律が課せられてい

る。こうした職員の特殊な地位は、その団結権についても当然に影響を及ぼ

すものであり、地方公務員法による職員団体は職員を主たる構成員としなけ

ればならないこと、(中略)、反面、公務員としての特殊性が相対的に稀薄な

企業職員および単純労務職員ならびに独法職員については、民間の労働者と

同じ労働組合を組織することが認められていることなど、それぞれ異なる取

扱いがなされている根拠になるものである。 

 

 

Ａ’案：Ａ案の場合において、協約締結権を付与されない職員については、現行の職

員団体制度を適用する。 

 （メリット） 

・ 労働基本権付与のレベルに応じた制度となる。 

 （デメリット） 

・ 二重の制度となり、制度が複雑となる。 

 （留意事項） 

・ 協約締結権が労働組合と職員団体を区分するメルクマールとなることの理論

的な整理が必要。 

・ 協約締結権がないから労働組合ではなく職員団体制度となっているのだとす

れば、協約締結権を持つ組織を職員団体とすることの意義や整合性をどう考

えるかといった観点からの検討も必要ではないか（（１）も関連）。 

 

 

Ｂ案 自主的かつ民主的な労働組合であるために必要な労働組合法第２条及び第５

条第２項に規定されている要件（※）を満たしているか予め第三者機関により
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資格審査が行われ、登録されたもののみを交渉主体と認める。 

（※）自主的かつ民主的な労働組合というためには、現行の国家公務員法にお

ける職員団体の要件にはないが、労働組合法第２条や第５条に定められて

いる、使用者から経理上の援助がされていないこと、会計監査及び組合員

への公表がされていること等の要件を満たす組合（団体）とする必要があ

る。 

 （メリット） 

・ 労働組合について、自主的かつ民主的なものが労働側の当事者となることに

より、自律的労使関係制度の構築に沿う。 

・ 労働側の当事者があらかじめ明確になり、交渉の円滑化、労使関係の安定が

期待できる。 

 （デメリット・留意事項） 

・ 労働者が労働組合を結成し、直ちに団体交渉を申し入れることが困難となる

おそれがある。 

・ 公務における労働組合について、新たに第三者機関による事前資格審査制度

を設けることは結社の自由の観点から問題があるとの考え方がある。 

・ 公務における交渉の効率性等を考慮すれば、このような事前資格審査制度は

結社の自由を阻害するとまでのものではないとの考え方がある。 

・ 労使関係を成熟させていくためには、資格審査等の関与は最小限にすべきで

ある。 

 

・ 現在の登録制度は、職員団体が一定の要件を備えていること、職員団体が民

主的に組織されていることを、登録機関が公証する制度であり、新たに第三

者機関による資格審査制度を設ける必要はないのではないかと考えられる。

・ 現行の登録職員団体制度においても、登録機関は実質的に審査を行っており、

新たな第三者機関を設けたとしても、審査の体制整備等の負担が大きくなる

ということは生じないという考え方もある。 
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 9

・ 資格審査を第三者機関で行うこととした場合には、それ相応の体制整備が必

要である。 

 

 

【まとめ】 

上記のとおり 

 

 


